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１.  18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

％
18年 9月中間期
17年 9月中間期
18年 3月期

銭
18年 9月中間期
17年 9月中間期
18年 3月期
(注)①期中平均株式数 18年9月中間期       18年 3月期 26,776,607 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態

銭
18年 9月中間期 45
17年 9月中間期 70
18年 3月期 81
(注)①期末発行済株式数 18年9月中間期       18年 3月期 25,896,970 株

     ②期末自己株式数 18年9月中間期       18年 3月期 　2,006,699 株

２.  19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　

通　　期
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）        50円

３.  配当状況
・現金配当

18年 3月期

19年 3月期（実績）

19年 3月期（予想）

  ※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な
     要因によって予想数値と異なる場合があります。
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％
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（６－Ⅰ）中間貸借対照表 

（単位　千円未満切捨）
期　　    別 当中間会計期間末 前中間会計期間末

（平成18年9月30日） （平成17年9月30日） （平成18年3月31日）

科　　    目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 資  産  の  部 ） ％ ％ ％

17,752,679 56.7 20,040,910 61.5 20,170,501 64.9

1,091,905 1,463,672 1,367,792

248,335 134,602 155,111

3,041,502 2,925,995 3,343,466

12,675,394 14,740,003 14,641,211

119,499 69,087 85,563

306,056 335,762 259,535

281,395 384,566 333,430

Δ 11,410 Δ 12,780 Δ 15,610

13,577,183 43.3 12,526,481 38.5 10,902,506 35.1

有 形 固 定 資 産 7,054,566 22.5 7,214,359 22.2 7,112,049 22.9

3,719,067 3,861,258 3,786,882

3,009,559 3,009,559 3,009,559

325,939 343,542 315,607

無 形 固 定 資 産 233,115 0.7 244,108 0.7 261,528 0.8

投資その他の資産 6,289,502 20.1 5,068,013 15.6 3,528,928 11.4

3,303,827 － 1,074,071

689,339 579,752 679,752

1,617,983 2,259,427 1,112,304

1,638,893 3,118,737 1,583,755

Δ 960,542 Δ 889,904 Δ 920,954

31,329,863 100.0 32,567,392 100.0 31,073,007 100.0

前事業年度の要約貸借対照表

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

そ の 他

有 価 証 券

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

た な 卸 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

建 物

貸 倒 引 当 金

関係会社出資金

土 地

関 係 会 社 株 式

そ の 他

投 資 有 価 証 券
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（単位　千円未満切捨）
期　　    別 当中間会計期間末 前中間会計期間末

（平成18年9月30日） （平成17年9月30日） （平成18年3月31日）

科　　    目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 負  債  の  部 ） ％ ％ ％

2,594,589 8.3 2,810,341 8.6 2,438,259 7.8

433,308 440,530 797,038

566,325 784,374 85,754

54,485 33,943 56,140

419,000 428,000 404,000

1,121,470 1,123,492 1,095,326

1,843,134 5.9 2,064,606 6.4 2,024,511 6.6

196,908 468,476 396,106

1,534,015 1,483,919 1,516,195

112,210 112,210 112,210

4,437,723 14.2 4,874,947 15.0 4,462,771 14.4

（ 資  本  の  部 ）

－ - 10,117,065 31.1 10,117,065 32.6

－ - 8,657,753 26.6 8,657,753 27.9

－ 8,657,753 8,657,753

－ - 9,740,816 29.9 9,950,313 31.9

－ 311,082 311,082

－ 2,290,761 2,290,761

－ 29,615 29,615

－ 6,365,000 6,365,000

－ 744,357 953,854

その他有価証券評価差額金 － - 753,093 2.2 414,157 1.3

－ - Δ 1,576,283 Δ 4.8 Δ 2,529,053 Δ 8.1

－ - 27,692,444 85.0 26,610,236 85.6

－ - 32,567,392 100.0 31,073,007 100.0

前事業年度の要約貸借対照表

流 動 負 債

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他

資 本 準 備 金

買 掛 金

負 債 資 本 合 計

別 途 積 立 金

中間(当期)未処分利益

未払消費税等

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

繰延税金負債

退職給付引当金

プログラム準備金

資 本 合 計

自 己 株 式

未払法人税等

利 益 準 備 金

特別償却準備金

長 期 未 払 金
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（単位　千円未満切捨）
期　　    別 当中間会計期間末 前中間会計期間末

（平成18年9月30日） （平成17年9月30日） （平成18年3月31日）

科　　    目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（ 純 資 産 の 部 ）

26,461,203 84.4 － - － - 

10,117,065 32.3 － - － - 

8,657,753 27.6 － - － - 

8,657,753 － －

10,215,938 32.6 － - － - 

311,082 － －

9,904,855 － －

1,770,120 － －

18,159 － －

7,425,000 － －

691,575 － －

Δ 2,529,553 Δ 8.1 － - － - 

430,936 1.4 － - － - 

その他有価証券評価差額金 430,936 － －

26,892,140 85.8 － - － - 

31,329,863 100.0 － - － - 

前事業年度の要約貸借対照表

利 益 準 備 金

繰越利 益剰 余金

純 資 産 合 計

負債純資産合計

自 己 株 式

評価・換算差額等

プログラム準備金

特別償 却準 備金

別 途 積 立 金

その他利益剰余金

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
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（６－Ⅱ）中間損益計算書 
（単位　千円未満切捨）

期　　別 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

自 平成18年4月１日 自 平成17年4月１日 自 平成17年4月１日
至 平成18年9月30日 至 平成17年9月30日 至 平成18年3月31日
金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

％ ％ ％

5,750,808 100.0 5,457,638 100.0 12,106,143 100.0

1,661,388 28.9 1,467,942 26.9 3,560,220 29.4

4,089,419 71.1 3,989,695 73.1 8,545,922 70.6

3,361,358 58.4 3,424,443 62.7 6,894,034 57.0

728,060 12.7 565,252 10.4 1,651,888 13.6

2,100 5,037 13,054

11,707 － －

2,191 21,425 35,486

58,266 53,906 109,838

14,606 17,616 28,603

88,873 1.6 97,986 1.8 186,983 1.5

2,284 － －

－ 3,141 5,044

655 1,310 1,539

2,940 0.1 4,451 0.1 6,584 0.0

813,993 14.2 658,787 12.1 1,832,287 15.1

748 － －

4,315 － －

－ 910,145 910,145

－ － 543,276

5,063 0.1 910,145 16.6 1,453,422 12.0

2,618 12,023 17,197

24,090 － －

－ 661,728 667,228

－ － 1,147,123

－ － 15,247

26,708 0.5 673,751 12.3 1,846,796 15.2

792,348 13.8 895,182 16.4 1,438,913 11.9

505,942 8.8 711,034 13.0 676,573 5.6

Δ 257,187 Δ 4.5 Δ 410,845 Δ 7.5 Δ 175,325 Δ 1.4

543,594 9.5 594,992 10.9 937,665 7.7

－ 149,364 149,364

－ － 133,175

－ 744,357 953,854

科　　目

売 上 高

売 上 原 価

税 引 前 中 間 ( 当期 )純 利益

計

そ の 他

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

そ の 他

営 業 利 益

受 取 利 息

法人税、住民税及び事業税

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

投 資 事 業 組 合 損 失

為 替 差 益

前 渡 金 償 却 損

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

投資有価証券評 価損

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

計

自己株式買付手 数料

関係会社株式売 却益

関係会社貸倒引当金繰入額

営 業 外 費 用

計

有 価 証 券 利 息

販売費及び一般管理費

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

投資有価証券売 却益

計

関係会社出資金評価損

固 定 資 産 処 分 損

法 人 税 等 調 整 額

受 取 賃 貸 料
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当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日） （単位　千円未満切捨）

株主資本

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計 合計

平成18年３月31日　残高 10,117,065 8,657,753 8,657,753 311,082 9,639,231 9,950,313 Δ 2,529,053 26,196,078

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － － Δ 258,969 Δ 258,969 － Δ 258,969

利益処分による取締役賞与金 － － － － Δ 19,000 Δ 19,000 － Δ 19,000

中間純利益 － － － － 543,594 543,594 － 543,594

自己株式の取得 － － － － － － Δ 499 Δ 499

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 265,624 265,624 Δ 499 265,124

平成18年９月30日　残高 10,117,065 8,657,753 8,657,753 311,082 9,904,855 10,215,938 Δ 2,529,553 26,461,203

その他有価証券 評価・換算 純資産合計

評価差額金 差額等合計

平成18年３月31日　残高 414,157 414,157 26,610,236

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － Δ 258,969

利益処分による取締役賞与金 － － Δ 19,000

中間純利益 － － 543,594

自己株式の取得 － － Δ 499

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 16,779 16,779 16,779

中間会計期間中の変動額合計 16,779 16,779 281,903

平成18年９月30日　残高 430,936 430,936 26,892,140

(注)その他利益剰余金の内訳 （単位　千円未満切捨）

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 特別償却 繰越利益 その他利益

準備金 準備金 剰余金 剰余金合計

平成18年３月31日　残高 2,290,761 29,615 6,365,000 953,854 9,639,231

中間会計期間中の変動額

プログラム準備金の取崩 Δ 520,641 － － 520,641 －

特別償却準備金の取崩 － Δ 11,455 － 11,455 －

別途積立金の積立 － － 1,060,000 Δ 1,060,000 －

剰余金の配当 － － － Δ 258,969 Δ 258,969

利益処分による取締役賞与金 － － － Δ 19,000 Δ 19,000

中間純利益 － － － 543,594 543,594

中間会計期間中の変動額合計 Δ 520,641 Δ 11,455 1,060,000 Δ 262,278 265,624

平成18年９月30日　残高 1,770,120 18,159 7,425,000 691,575 9,904,855

別途積立金

資本剰余金

（６－Ⅲ）中間株主資本等変動計算書 

評価・換算差額等

株主資本

自己株式資本金
利益剰余金
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

(ｲ) 子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

(ﾛ) 満期保有目的の債券…償却原価法（定額法） 

(ﾊ) その他有価証券 

・ 時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・ 時価のないもの…移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって

おります。 
 

(2）たな卸資産 

製品・仕掛品については個別法による原価法、原材料については移動平均法による原価法、貯蔵

品については最終仕入原価法によっております。 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産…建物（建物付属設備を除く）については定額法、建物以外については定率法 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建   物   3年～50年 

   そ の 他   2年～60年 

(2）無形固定資産 

(ｲ) ソフトウェア       …市場販売目的のものは販売開始後の有効期間（３年以内）に基づく定額法、自社 

利用目的のものは社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法 

(ﾛ) そ の 他       …定額法 
 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生額について５年間の定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

(2）法人税等の会計処理 

当中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額の計算に当たっては、当事業年度において予

定しているプログラム準備金及び特別償却準備金の取崩額を課税所得に反映させております。 
 

 
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前 事 業 年 度        

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月9日）を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は

26,892,140千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間期末における中間貸借対照表

の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しておりま

す。 
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表示方法の変更 
（貸借対照表）  

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

 「投資有価証券」は前中間会計期間まで、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は

1,565,770千円であります。 

 

 

 

注記事項 
 
（中間貸借対照表関係）   

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前 事 業 年 度 末         

（平成18年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額           

5,905,363千円 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額            

5,803,952千円 

１．有形固定資産の減価償却累計額           

5,846,240千円 

２．中間期末日満期手形 

  中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済

処理しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

受取手形       54,383千円 

２． 

 

２． 

                     

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前 事 業 年 度        

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

減価償却実施額 

    有形固定資産       113,833千円 

    無形固定資産        57,296千円 

減価償却実施額 

    有形固定資産       123,479千円 

    無形固定資産        49,586千円 

減価償却実施額   

    有形固定資産       253,270千円 

    無形固定資産       101,440千円 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                                                            (単位：株) 

 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式 (注) 2,006,699 430 － 2,007,129 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加430株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
（有価証券関係） 

 当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：千円）

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

関 連 会 社 株 式         218,310 2,949,920 2,731,609 

合 計       218,310 2,949,920 2,731,609 
 
 前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：千円）

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

関 連 会 社 株 式         218,310 2,628,560 2,410,249 

合 計       218,310 2,628,560 2,410,249 
 
 前事業年度末（平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：千円）

種 類 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

関 連 会 社 株 式         218,310 1,845,760 1,627,449 

合 計       218,310 1,845,760 1,627,449 
 
 




